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1，本報告の 目的

　戦後 ， 我が国の教育水準は劇的に上昇した 。 特に

大学・短大進学率は，戦後 1960年代か ら 1970年代

前半にかけて急激に上昇し，1980 年代前半にかけ

て の一時的な停滞の後再び上昇に転 じ，現在では

50％を超えるほどにな っ た。大学・短大進学率の推

移につ い てはこれまで研究丈橡 として注目され，そ

の規定要因な どを明 らか に した多くの 先行研究が

ある 。

　
一
方で ， 後期中等教育 （以下 ， 高校に限定 し

，
「高

校」 と記す。）進学率は，1955年に 51．5％で あ っ た

ものが，1960年代前半には 6割，1960年代後半に

は 7割，1970年代前半には 8割を超え，1975年に

は 9割に達した。高校全入化の達成と言 っ てよい だ

ろう。現在の大学 ・短大進学率の 上昇は，この高校

進学率の 上昇に支え られ て い る こ とは自明で あ る

が，高校の全入化がどの ように達成されたの かは

なお明らか に な っ て い る とは 言えない。本報告で は，

この高校進学率が 9 割以上に達 して い る状況を仮

に
“
全入

”
段階とすれば，高校の 全入化が どの よう

にして達成され，現在まで維持 されて い るのかを明

らかにしたい。本報告で はそ の際 ， 私立高校 （私的

セクター）が高校の全入化の達成に大きな役割を果

たしたこ とに注 目し，私学助成を中心とした私学政

策を主な分析女橡 とする。

2．文部省の見解と高校進学率の 実態

　既に述べ たように，1960年代は高校全入化 へ 向

けて 高校進学率が上昇を続ける時代であっ た。加え

て，当時は進学率の 上昇の ほかに，高校の収容力に

対する計画 を迫る 1つ の事実があっ た。そ れは第 1

次ベ ビ
ーブー

ム 世代が高校進学年齢に達するとい

う事実で ある。進学率の 上昇と，進学年齢人口の増

加によっ て予想される高校生の急増に対して，文部

省は当初次の よ うな予測を立てて いた。

　　　　　　　　　 表 1

中学校

卒業者数

　高校

入学者数

高校

進学率

1962196 万人 120万人 61％

1963250 万人 重50万人 60％

1964244 万人 150万人 61％

1965237 万人 149万人 63％

1966214 万人 138万人 64％

196了 195万人 129万人 66％

1968185 万人 126万人 68％

19691 了4万人 122万人 70％

19ア0167 万人 120万人 72％

　 ※ 　木田宏 ， 1962， 「高等学校の 生徒急増につ いて 亅

　　　　r文部時報』 1015号 ， p．53．から作成。

　予測に反して ， 実際にはそれを 1
’
O％ポイ ン ト近

く上回っ て推移した こ とになる。1970年における

生徒数 （推計）の 内訳を見ると，国立 L3 万人，公

立 256．2万人，私立 108．8万人であっ た（表は省略）。

と こ ろが実際には，国立 1．弖万人，公立 293，6万人，

私立 128．5万人で あり，公立は予測の 1．15倍，私

立は 1、18倍の生徒数となっ た。

　1960年代には ， 日教組他に よ る高校全入運動も

さかん に行われ て い たが，文部省は高校教育の 義務

化 を目指 して い る ともい える高校全入運動に対 し

て，経費の面か らも効率の面からも 「現実の施策に

はな りえない」と断言 していた （文部省， 1962， 「高

等学校急増対策と高校全入運動の 可否」 『教育委員

会月報』 14巻 4 号， p，16．）。そ れ に も関わ らず，

1975年には高校進学率が 9割に も達した。文部省
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は，その後の高校進学率予測に対して明確な数値設

定は して こなか っ たが，現実 には高校進学率は

90％台後半に上昇し，現在まで維持されて いる。

　こ の高校全入化の達成と維持は ，

一体 どの ような

構造を もっ て推移 してきたのか 。 すなわち，公的セ

クタ
ー （国公立）と私的セクタ

ー （私立）は どの よ

うに進学者を吸収して きた のだろうか。こ こ で は全

日制本科に限定し，中卒者が国公私立高校の うちど

の高校に進学したかを確認する。ただし，『学校基

本調査』では進学先として国公私立高校のいずれに

進学したかまでは把握できないため，
こ こ では国公

私立高校の 生徒数 （全 日制本科）を過去 3年分の中

卒者数で割 っ たものを在学率とし， 進学率の代替指

標として使用する 。

　　図 1 国公私立別在学率の 推移 （全 日）と

　　　　　　　 生徒数私立比率

　図 1には，同時に全生徒数に占める私立高校生徒

数の 比率も示した。まず図 1にお い て確認して おか

なければならない ことは，私立高校の生徒数の比率

が全体の 生徒数の 3割程度に上る こ とである。確か

に在学率その もの は公立高校の ほうが高い の は事

実で あ るが
“
高校全入化

”
と い う観点か ら捉えな

おした場合，私立高校の 存在がなければ我が国の高

校全入化は達成されなか っ た ということになる （も

し公立高校でその分を補うとすれば，経費は実際の

1．5倍ほどにな っ た計算であり，国や地方自治体に

大きな財政負担を強いたで あろう）。 特に 1960年代

半ばには ， 先に見たような予測 と実際の差を反映し

て だ ろ うか，年度によ っ て は生徒数私立比 率が

0．35 を超えて い る。

3．私学助成額の推移と本報告の仮説

　図 2に，私立 高校 （私立全 日）の 生徒 1人 あた り

補助金額の推移を示した。 なお，補助金額は文部省

『私立学校の財務状況調査報告書』か ら得たデータ

を消費者物価指数 （2005− 1）で実質化した金額で

ある。実質化 した補助金額は 1960年代には生徒 1

人あたり工万円ほどで あっ たものが， 地方交付税の

算定上 ，私学助成費に経常費助成が含め られ た

1970年度には 2 万 9千円となり， 以降はそ の額が

徐々 に大きくな る （1997年度で は生徒 1人あた り

30万 6千円）。

一H一生徒1人
　あたり
　補 助 金

　 （私立〉

　 図 2 生徒 1人あた り補助金額 （私立全日）

　以上，高校進学率に対する文部省の見解と高校進

学率の実態お よび私学助成額の推移を見て きたが，

まとめると次のよ うになる。当初，高校の全入化を

念頭におい て いなかっ た文部省は，予測に反して高

ま っ て い く高校進学率の上昇とそ の維持の ために，

そ の 全 て を公的セクタ
ー

で は賄い きれず ， 当初の 計

画以上に私的セ クタ
ー

を活用せ ざる を得なか っ た。

高校全入化の 達成の ため，またそ の維持のためには

私的セクタ
ー

の 収容力の活用は必至で あ っ た。一方，

そ の間，特に 1960年代後半から現在まで，私的セ

クタ
ー

へ の援助である私学助成額はほぼ一
貫して

増え続けて きた の で ある。 収容力を私的セ クターに

頼る代わ りに，補助金 を交付した格好にな る。

　こ こ で，分析のために一
つ の仮説を立て て みた い 。

すなわち，もし私学助成がここまで拡大しなければ

高校の 全入化 とそ の維持はなされなか っ た の で は

ないか，とい う仮説である 。 本報告では，以下の 2

点を中心に検証を行う。1つ は，私学助成が授業料

の 値上げ抑制に役立ち，それが家計負担の軽減お よ

び高校進学率の 上昇・維待に役立 っ た の ではな い か

とい う点，もう 1つ は私学助成が私的セクタ
ー

の 経

営を安定化さえ，収容力の確保に役立 っ た の で はな

いかとい う点である 。 詳細な分析結果は，当日報

告 ・配布する。
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